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地震による都市的災害の様相に関する基礎的考察

中林一樹彬

要約

都市での生活様式の変化，都市活動の多様化と相侠った都市機能の高度化，それらを支える都市施設

の複合化は，過去の大震災時の都市状況と全く異なる都市状況を出現せしめている。そうした都市の地

震災害が，従来の都市震災と異なる都市的災害の様相を呈するであろうことは多くの指摘がある。しか

し，この都市災害の様相については，部分的な究明あるいは，従来とは異なるとの単なる指摘にとどま

り，諸様相の全貌的把握の試みはまだ、ない。

本研究では，東京を例にとり，大都市の多様な特性を有する地域と，都市が果している機能(活動)

及び人間行動の組み合せによって，平常時の全貌的都市状況を設定し(表一3)，震度 5-7，季節，

曜日，時間帯の組み合せによる 8つの災害スケージごとに各々の側面での災害の様相の想定を試みた。

ここでの被害想定は，理学的・工学的に被害量を推定するのではなく，どのような災害状況，災害の種

類が発生し，推移していくかを想定したものである(表-4-表-8)。 想定手法は既応の震災事例を

基礎に，いわゆる専門家(学術研究者)の集団討議を経て，想像しうる都市的災害の様相を簡潔な言葉

で，見やすく表示するという方法である。こうした想定が現実に起こるであろう都市的災害をどの程度

の精度で予測しているのかは不明であるが，現;伏において想定しうるあらゆる災害の様相を整理してお

くことは，防策対策の実施，運用をシュミレートする基礎となるものであり，銃応の対策計画の問題点

を抽出するのに有用であるといえる。本研究では，表-4-表 8の災害様相の想定から，各々の局面

での特徴と，重視すべて対策課題の指摘をも試みた。
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1 研究の目的

災害とくに自然災害に対する防止策を検討するため

に，災害の発生・推移(拡大〉の構造を把握することは

災害科学の基本である。佐藤他 (1964)や高橋(1975)，

藤井他 (1977)は，災害の構造を簡潔に図示することに

より，災害の基本的な概念を図式化した。この図式は，

災害の多様な諸事象をすべて整理し，把握するために，

項目の細分化をはかるには困難がある。各事象の因果関

係や波及を図示するのは不可能に近いからである。

動の多様性と，その結果としての都市機能及び都市機能

維持システムの複合性の故に，都市災害が極めて多様で

あり，複合的な様相を呈すると想定されるからである。

災害の構造としてみれば，大都市に内在する拡大要因が

多様化，複合化しているとの認識であり，二次・三次被

害が最大の防災課題であることを提示しているのであ

る。

大都市の地震災害が，従来の災害構造の枠を超え，異

なる災害の様相を呈するであろう，との議論は，新潟地

震(1964)を契機に東京の防災計画(とくに下町低地での

防災対策〉が展開されたと同様に，宮城県沖地震(1978)

を契機に沸騰した。それは，都市での諸活動及び人間行

*東京都立大学都市研究センター・理学部

こうした災害諸事象が多様化し，複合化するであろう

大都市での災害を「都市的災害」と仮に定義しておくと，

都市的災害に対する地震防災対策を検討するには r地
震時における都市的災害」をどのように把握し，どのよ

うな被害が出るかを想定しなければならない。二次，三

次被害が，とくに諸被害の連鎖によって発生，拡大する

ため，連鎖・因果関係の把握が重要となる。

因果関係に着目した災害の把握方法としては，いわゆ

る「連鎖因果関係図」がある(図1一参照〉。これは，
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図-2 F. T.A.で表現した災害構造モデノレ

連鎖よりも，因果を図式化するもので，災害事象として

の諸様相(項目〉を詳細に，完全にすれば，より具体的

に災害の全貌と，その因果関係を把握しうる。そうした

完全な図を作成しうれば，各地域で発生しうる項目を想

定することにより，その因果関係を押え，防災対策の検

証や順位づけも可能になろう。しかし，この方法の課題

は，災害事象としての諸様相(項目〕を，将来起こりう

る大都市の災害に対応してどこまで洞察できるか，にあ

る。

Fault Tree Analysisは，ひとつのシステムの「ある

故障に対し，関連する要素を論理和と論理積で組みたて

基本的Fault事象の発生確立から，問題とする故障に至

る確率を捉えるJ方法として開発された(図-2参照)。

これは，因果もさることながら，各Fault事象の連鎖を

明快に示すものである。これは前述の連鎖因果関係図で

は繁雑となる連鎖関係を把握する方法として優れている

が， FTA手法の災害への応用は，むしろこれからの課

題でもあろう。(秋元・大田， 1980，矢代， 1979，建築

業協会編， 1975) 

実際の都市的災害の推移と応急対策を想定すれば，地

震災害では，発災から数10時間という時系列での災害事

象の連鎖因果をどのように想定するかも大きな課題であ

ろう。大都市という膨大な人口(被災者〕を前提とすれ

ば，復旧過程自体が大きな社会混乱を生じさせかねない

問題であるから，災害の連鎖(因果)，復旧過程を時系

列で把握(想定〉しておくことは，防災対策(特に応急

対策のダイナミックな運用〉のためにも必要であろう。

しかし，先の連鎖因果図， FTAは，ともに，必ずしも

災害の推移を時系列では表現していない。さらに，こう

した被災状況の中で，人間がどのように反応し，行動す

るかも都市的災害に大きく係わる問題である。この「人

間の災害時の行動」を把握し，そこから全体像を把握し

ている方法に，高野(1978，1979)による「スト-9ー

シミュレーション」がある。これはl'人間の想像行為

を組織的に運用して災害の状況的側面を実像的に表現し

よう」というもので，識者のブ、レーンストーミングによ

りあらゆる「ストーリー(状況像〕を想定」していくと

いうものである。このストーリーは，状況の場を設定し

場の被害とそこでの人間の行動を想定し，時系列に沿っ

て，記述していくものである。同様の手法に Haasらに

よるシナリオ法がある。シナリオ法は，ある状況をシナ

リオとして準備しておき(絵や文章など)，時系列に沿

ってシナリオを示してその時どういう行動をとるか，を

実際に調査していく方法である。この方法は，地震予知

が与える社会的レスポンスを調査(アセスメント〉する

ために実施された方法であるが，地震発生後の状況をシ

ナリオ化して，その時，その場での行動を聞きとってい

くことも方法としては可能である。しかし，平静時の判
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断による行動がそのまま災害時の行動をどの程度示すか

は大きな留意点である。ストーリーシミューレーション

は，この人間行動をも(識者による〉想定で組みたてて

いるのである。これらの方法は，人間行動の把握の試み

として評価されるものであるが，人間行動を想定するに

は，その人がどういう場に居る時に発震するか，がスト

ーリーの出発となり，大都市の多様さからみると，都市

的災害の全貌を想定するには「多様な場」を設定する必

要がある。

以上のことから I都市的災害」についての防災対策

を検討していくには，幾多の研究課題のあることがわか

る。第一に I都市的災害」の全貌が未だ充分に洞察さ

れていないことである。災害を知らずして対策はたてら

れないのである。従って I都市的災害」の全貌を明ら

かにすることが，その出発点となる。これは，地震時の

都市の被害想定なのであるが，従来，被害想定とは，後

表一 l 現代都市の震災被害とその対応の比較

11964.6新潟地震 11978.6宮城県沖地震

震 度 新潟市で 5 仙台市で 5

死 者(県〉 14人 '2:7人

負傷者(県〉 重傷 46人 262人

軽傷 270人 10，700人

出火・焼失 12件・ 402棟 11件・ 13ケ所

水 害 5，000ha 

(12，334世帯〉

避難収容 新潟市で21，600人 仙台市で1，500人

ガス復旧(市〉 35日後に30% 12日後に 50%

189日後に99% 31日後に100%

電気復旧(市)5日後に家庭用復旧 2日後に家庭用復旧

(浸に水は2区5域日Mを要Oし炉た)
(産業電力は7日後〉

上水道(復市)旧 45日後に100% 9日後に100%

電話復旧(市) 15日後に50%， 鞍接 2日後に平

34日後に100% P柿y. 

石油タンク 180，000kl (5基) 68，000kl (3基〉

350時間災上 流出のみ

(361世帯を延焼〉
寸品t.与 校 8日間休校 1日のみ休校

中 f 品A 校 8日間休校 休校せず

く表ー1，表 2に関する資料等>
1. r東京都の人口統計のあらまし，昭和50年」東京都 1975 
2. r東京区部における地震被害の想定に関する報告書」東京都防災会議

1978 
3. r'78宮城県沖地震災害の概況」宮城県 1978 

4. r宮城県沖地震と都市ガス」日本瓦斯協会 1979 

5. r新潟地震の記録一地震の発生と応急対策J新潟県 1970 

述するように，あるインパクトによって，収どこで"((ど

のような被害"が“どれほどの規模(量)"で発生するか

を想定するものである。それには，どのような被害(種

類)が，どのような連鎖因果関係のもとで，どのような

時系列的推移で発生し，その時その場の人間はどのよう

に行動(レスポンス)し，それらがまた連鎖因果関係に

より波及していく，という災害の構造が基本的な大前提

として，明らかにされねばならない。

本研究の目的は，東京という大都市を設定して Iど

こでJIどのような被害Jが「どのような時間経過」の

もとで発生するかを，いくつかの異なる条件のもとで想

定し，各々での都市的災害の特徴と，そこでの重視すべ

き防災課題を検討することにある。これは，各災害事象

聞の連鎖因果関係を明らかにするための因果関係図にお

ける項目や， FTAのフォルトを網羅することである。

つまり都市的災害を構成するあらゆる事象を定性的に透

表-2 東京と仙台の都市的状況と震災被害の比較

除去』東京23区|仙台市

面 積 回2 80 579 237 
(DID 71) 

夜間人口 千人 2，265 8，647 615 
(DID532)! 

昼間人口 千人2，2651)(推) 10，714 

(DID 7702564)| | ( 夜間人口密度 人βIa 283 149 

昼間人口密度 人jha 2831) 184 30， 

(DID10ω 

高速道路 km 96 

自動車保有台数 ぷ口」、 2，800 1，619，9002
) 168，600 

地 下 鉄 km 1538) 

地 下 街 ha 27 

超高層ビノレ(45m)棟 一 128 6 

ガス本管心 km 1，607 6，748 829 

上水道配水管5) k皿 980 11，920 1，144 

死者・不明者 人 68，600 36，0∞的 13 

負 傷 者 人 26，000 63，0006) 9，300 

全壊家屋 棟 4，200 62，000町 715戸

焼失家屋 棟 301，000 473，0006) 

ガス本管破損 所 4，185 8，0616) 加

上水道配水管破損 所 220 3，4186) 110 

1)昼間人口については，昭和5年， IS年， 22年，以降各国調年度がある。
戦前については，区部の昼間人口は夜間人口よりわずかに少ない程度で
ある。 (f東京都の人口統計のあらま L (1975)Jによる)

2)警視庁の非公式見解によると，このうち，約%(54万台)が走行L，% 
が路上に駐停車し，%が岐周されていないという。

3)市部を一部合む。 4)75mm径以上のもの。
5)東京市(大正11年)，仙台市は75mm径以上， 23区は50mm径以上。
6) r東京区部における地震被害の想定に関する報告書 (!978)Jによる.

ガス本管，上水道配水管の破損は，継手及び液状化による破損(中・低
圧管)を含む。
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表-3 東京の都市的状況

|政治・行政|業務・経済|商業 ・ 流 通

・国際経済情報 ;・金融(通貨・銀行):

・外交・大使館 :・株式市場(取引): 

都 心卜国家予算・治安 i・保険業務

・国会(中枢)・本社(中枢管理): 

一一一一一一l・都庁(予算・中枢):
・消防庁(防災)

-警視庁(治安)

副都心

-特別区制

港 湾

埋立地

-デパート(群集)

・地下街(群集)

・飲食街

・深夜営業

.卸売庖舗

|工業・生産|建築物・設備|

(本社:中枢管理):・高層ビlレ

(営業所)・コンピューター

・印刷業(情報) トテレファックス

1・ホテIレ

l・超高層ビル

l・地下街

， .雑居ビノレ(火気): 

l・娯楽施設(群集): 

:・落下物 i 

-卸売市場 :・(コンビナート):・冷凍倉庫

・倉庫(物資)・木材(復興資材):・荷上げ設備

・海上輸送(港湾):・鉄鋼( " ):・ドック

:・オイノレタンク

;・団地

，・スーハー

1・落下物

中心 的

商底街

・スーパー ・ペンシルピル

(生活品)・雑居ビJレ

ーー『ーーー一一一一ー-一一一一一ーlーーーーー一一回ーーー一一ーーー ーーー ← 

商 工住

混在地

， .小売応舗

I 五一|一

混在地

既

住宅地

周辺

住宅地

他都市

， .食品加工

ンョシン

屋

宅

マ

家

住

模

朽

用

規

老

併

大

;・都市型消費財製 ;・併用住宅

造業 :・マンション・団地j

;・他給他足生活

(現金消費生活): 
成

;・木造アパート

ミニ開発

， .低地盛土開発

l・丘陵地開発

支社・営業所 !・食品供給

l・工場
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視することを試みるものである。

2 東京の都市的状況

宮城県沖地震は，いくつかの特徴的な点を示した震災

であるが，特に 3点が指摘される(中林， 1978， 1979a， 

b)。

①人的被害(死者・負傷者〉を，夜間人口あたりの出

現率としてみれば，仙台市，泉市の出現率が極めて高

く，各々 1万人あたり 153人， 109人で，次いで名

取市の42人である。つまり，人的被害に関しては，都

市部において著しい。

②物的被害(直接被害)を地域社会が受けた経済的ダ

メージとして伐被害額"でみると，県全体の約%を占

める仙台市でも，市税収入に対する比でみると 320%

ほどである。他方，約2.2%を占めるにすぎない鳴瀬

町では，町税収入に対する比は2550%にも達するので

ある。つまり，物的(地域経済的)に被ったダメージ

は，都市部よりも沖積低地の農村部に著しい。

③都市的生活(他給自足)を支えるガス・上水道・電

気・電話・交通など，ネットワークとして機能すべき

ライフラインの破綻は，一時的にしろ，市民生活を混

乱させたこと。しかし，表 1示にすように，新潟地

震に比べて，その復旧は極めて早かったともいえる。

さて，本研究の主目的は，東京についての「地震時に

おける都市的災害」をどのように把握し，防災対策とし

てどのような課題が提示されるべきかを考えることにあ

る。そうした観点から，東京市(関東大震災当時の)， 

東京都区部(昭和50年頃の)，仙台市について，各都市

的状況及び主たる被害量を比較したのが表一2である。

関東震災(震度 6)当時の東京市に比べ，現在の東京

区部は，夜間人口で約4倍，昼間人口で約4.5倍に成長

しているが，居住人口密度でみると，当時の約%に減じ

ている。当時とは住宅事情，家族構成などが異なるとは

いえ，大正5年当時最も人口密度の高かったのは浅草区

で547人/ha，次いで日本橋区の495人/haと下町を中心に

高い人口密度を呈していた。昭和52年時点、では，豊島区

の225人/haが最高で，次いで中野区の220人/haであり，

夜間人口密度は，木造アパートの分布に類似して，山手

地域にその重心を移しつつある。

しかし，この間の東京の都市構造の変化は，昼間人口

の都心集中を押し進め，昭和50年では，昼間人口密度は

千代田区で783人/ha，中央区で626人/haに達しているの

である。このことは，東京のインフラ・ストラクチュア

の相異となって示される。現在，東京には，高速自動車

道が延べ96km，区部での保有自動車162万台，地下鉄延

べ150km，地下街17ケ所27ha， 45mを超える超高層ビル

128棟 (100mを超るもの 21椋)などが存在するのであ

る。さらに都市ガス本管は延べ 6，748凶，上水道配水管

は11，920kmにも及ぶ。

こうした現在の区部の状況を，仙台市と較べるならば

その都市的状況の相異は大きい。人口集中地区 (DID)

でみても， 仙台市の夜間人口密度は75人Ihaで区部の告

にすぎず，高速自動車道(都市内)，地下鉄，地下街は

存在しないのである。

こうした状況を念頭において，関東震災，宮城県沖地

震において東京市，仙台市の被った主要な直接被害と，

「東京区部における地震被害の想定に関する報告書」で

想定された被害を対比させてみると，今回の仙台の被害

は，負傷者の発生率が高かった反面，物的被害について

は，軽度にとどまったともいえる。

ところで，東京における地震による都市的災害の様相

は，仙台と東京の人口規模の差(1: 16)程度でトレン

ドしうるものか否かは大きな問題である。都市のインフ

ラ・ストラクチュアが根本的に異なっていることは，被

害規模が都市規模に比例して増大するだけではなく，全

く別の様相を呈するのではないかとも予想させる。それ

は現在の東京の都市的状況を，どのように認識するか，

という問題でもある。

このような観点から，東京が現有する機能や施設等を

9項目に，東京を構成している市街地を土地利用等の地

域特性に着目して 8類型に区分し，そのマトリックスを

ベースとして，東京の都市的状況を表現したものが，表

-3である。これは，いわば，東京の都市的状況を収因

数分解"したようなものであるが，その背後には，次の

3点、の「東京の特性Jが認識されるべきである。

① 高密度であること。一一人間一人あたりの利用する

空間があらゆる側面で小さいということ。このことは

逆に，すべての面での空間効率が高いということ。

② Large Scaleであること。一一人間，物質ともに移

動量が大きいということ。さらにその波及する範囲は

全国的，国際的ですらあること。

③地縁・乱縁性が低く他給自足社会であること。一一

民族的，人種的には極めて均質であるが，寄せ集まり

で，群集的人間集団が，個々には孤立して，他給自足

的生活を営んでいること。ただい マお縁性"は高い

ともいわれている。

こうした東京の都市的状況は，また地震による被災の対

象なのである。さらに，この状況は，時間，季節等によ

り，その内容を変化させることも留意すべきである。

3 都市的災害の様相を規定する Stage

3-1 予知条件

地震の発生が予知できないかという課題は新しくはな

い。予知の内容は，震源の位置，規模，日時が必要であ
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-現状では，いわゆる「東海地震」以外は予知は期待できない

「東海地震」による東京の震度は 5強-6弱であるといわれている。

図-3 震災の時系列変化と予知効果の概念的モデル

③数日 -1ヶ月前!の予知

(註)

る。特に重要であり，予知が困難とされてきたのが地震

発生の日時である。

現在，測地学の進展とともに観測網の拡大が図られつ

つあるが，現状で予知の可能性が高いのは駿河湾を震源

とする「東海地震」であろう。想定されている位置，規

模を前提とすれば，その時の東京での震度は 5強-6

~~といわれている。震源距離の近い都下南部の沖積地で

最も震度が大きくなるであろう。

表-4 地震災害の様相を規定する条件

Time -

いずれにせよ，予知においては，発生の日時が，防災

上の対応策の実施にとって大きな問題となるため，関係

各機関においても議論されている。つまり，警戒情報が

数時間前に出されるのか，数日前か，数ヶ月前か，は，

各方面でどのような防災対策をとるかに大きくかかわる

のである。

図-3は，①予知がない場合の地震災害，②数時間前

での予知がなされた場合，③数日から 1ヶ月前に予知さ

A.予 知 B.震 度 C.季 節 D.曜日・時間

Al (予知なし〕 Bl (震度 5-6弱〕 C1 冬 Dl平日・昼間

Az (短期予知〕 Bz (震度6-7) Cz春・秋 Dz平日・休日・夕刻

As (長期予知〕 Cs夏 Ds平日・休日・夜間

D，休日・昼間
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表-5 東京における都市的災害の様相 Stage B1-D1 (震度5強， 14時， Weekday) 

l政治 行政 l業務・経済|商業・流通|工業・生産|建築物・設備 i
震度5強 。1・資料散乱 -資料散乱 -商品散乱 -製品散乱 -一部倒壊

-業務停止 -業務停止 -客の混乱(デバ -操業停止 -窓，二次部材，

-被害状況把握 -関係機関連絡 一人地下街〉 -機械，設備のー など破損

-コンビューター， 部破損 -落下物，塀

-緊急体制 テレファックス -庄内指示 (負傷者) -出火(少ない〉

(電話) 一部停止 -客の避難(負傷 -家具の転倒

(無線) -情報収集 者) -崖，ょう壁のー

5-10分仁>1.関係機関連絡 -出火消火 -出火一消火 部破損(一部で

-対策本部の設置 -社内指示(負傷者〉 崩壊〕

15-20分r> l-~ ー
・職員の家族連絡 ・就業者の家族連 ・客の家族連絡 ・就業者の家族連

(電話〉 絡(電話) (電話) 絡(電話)

60分~削ず常的生ー
(被害状況把握)

女応急復旧体制

・電気一交通信号，照明

.ガス漏れ探知

・電話一通話

・救急医療一重傷者

.避難収容

・給水体制準備

大就業者，流動人口の負傷者の救急

大就業者(昼間人口〉への行動指示(行動計画)

¥¥¥  

¥¥¥  、

食業務再開はいつか女商j百は開けるか大工場は操業できるか

女現金引き出しは?安市場は関けるか←一一I(銀行郵便ナーω ←!
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インは?
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・

れた場合，の三つの場合について，地震の発生から災害

の拡大過程における予知効果を模式的に示したものであ

る。

①の場合は，従来の震災過程である。これを基礎とし

て，数時間前に予知が公表(警戒宣言)された場合が②

である。予知が昼間の数時間前とすれば，現時の状況で

は予知が当る，はずれるに拘らず，大なり小なり混乱を

生じさせるであろう。もしはずれれば，その混乱が“三

次的被害"として残るであろうし，予知どうり地震が発

生すれば，特に一次被害の人的被害，二次災害の火災発

生において予知効果が発揮されよう。

"*出火防止策

③の場合は，数日から一ヶ月ほど前に予知された場合

であるが，警戒宣言直後に社会的混乱が発生するにして

も，②ほどではないであろう。予知された地震発生まで

の時間的余裕は，各方面にわたる予防策の実施が可能で

あろう。予知がはずれれば，予防策による防災効果の持

続が望まれるものの，事態の収捨のされ方によっては効

果は漸減していくであろう。他方，地震が発生すれば，

予防策が効を泰することは期待しうるはずである。

以上のモデル的検討は決して充分なものではないが，

予知に関する防災上の課題としていくつかの課題が指摘

できょう。
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l交通施設!人間・行動(居ωl情報・通信 lエネノレギー水 1<消防>1<警察>1く他>

-地下鉄1
・私鉄 l 

-とっさの行動 -電話一部不能 ・停電 -緊急体制・緊急体制・薬品転倒

出火
J停止

・国電 | 

(身の安全・消

火)

(電話器・回線の) ・非常発電(自家〉

一部破損 / ・オイルタンク漏れ

-新幹線j ・負傷者(死者)

・救助，避難

・ラジオ・テレビ ・一部ガス漏れ ・出動体制・出動体制

-交通信号停止 局の緊急体制 ・水道漏れ ↑ 
IC対策本部との連絡〉

・道路，橋梁の一

部破損(交通障

害)

↓ ・オイル・ガスの火災?I
・救急，消火要請

(電話)

・情報収集 ・市民からの情報 ・消防車要請

(電話) C無線) C停止要請) ・救急車要請

-道路混雑，渋滞 ・家族関連絡

・駅，ターミナル (電話)

の混雑

-電話輯穣 . (道路混雑)・交通整理・消火

・消火活動・治安確保

女乗客への対応

決再開への体制

女負傷者の救急

犬家族連絡

"*報道内容の統一大電話コントロール大延焼阻止大人員配置

(デマ防止) 女停電復旧速度

(ど州立で再開)
できるか

大いつ，帰宅でき

るか(不安，群

集・・…・〉

女学校の児童対策

(どう帰宅させ)
るか

女ガス漏れ探知・

遮断

食オイノレ流出防止

大オイル・ガスの

火災が発生すれ

ば消防力結集

(延焼防止〉

女その日のうちに女その夜，どうす 大復旧を急ぐ 大治安(混乱防止〕

帰れるか るか(余震〉
↓ ↓  

大翌日の出勤は? 女食料買出し→(底は開いているか〉 大ライフラインの復旧はいつか

女出勤するか，できるか ~ 

大長距離輸送は? 女学校は休校 〆----
食生活できるか

cぷ代fF)
大いつ生活が復旧するか

①都市社会が，前述の如く地縁・乱縁性が薄く，高密

度で大規模な収群集的人間集団"により構成されている

ことから，予知情報(警戒宣言など〉にともなう社会的

混乱の防止(民生の安定)策の充実。

②予知時間，宣言の時刻に対応した，行政体制の確立

と，なすべき応急対策の順位など警戒宣言に対応したフ

レキシブルな体制・対策の整備。

③住民，通勤者，通学者，企業の対応行動の把握と，

各個がなすべき予防策の提示，教育の徹底。

地震の予知とその対策についても，東京の都市的状況

から派生する事態には“都市的様相"が想定される。

註:C )は具体的例示

"* は対応すべき課題

? は不確定要素

3-2 災害の様相を規定する条件と Stage

震災とは，自然現象としての地震動が人間に損失を与

えることであり，その損失がどのような種類，形態をと

るかは，被災対象の種類，状態などによる。都市的災害

とは，従って，被災対象が都市なのであり，その様相は

都市状況の相異により異なる。勿論，地震動の強さ，振

れ方によっても異なる。

対象都市を定めて，災害の様相を規定する条件を示す

と， A.予知， B.震度， c.季節， D.曜日・時間，

の4つがあろう。
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表-4の如くに各条件を類別すれば， 72の組みあわせ

がありうる。最悪の事態が想定される Stageは， Al-

B2-C1-D2であり，最も軽いと思われる Stageは，

As-B1-Cs (又はC2)-Dsの場合であろう。

こうした Stageは，以下における都市的災害の様相を

想定するための Stageであるからすべての条件の組合せ

を検討するべきであろう。しかし，以下では，前節で検

討した予知条件を除くとともに，特に出火及び避難対策

にとって重要な季節条件を最も悪い“冬"に宙定して検

討することにする。すなわち， r冬，予知なしJの上で，

以下の条件の組み合せから， 8つの Stageを設定する。

B1 ・震度 5-6弱:物的被害は少ないがライフライ

ン等に障害。死者より負傷者。

恥・震度6強-7:人的，物的被害も大きい。

D1 ・平日昼間:朝の通勤ラッシュ時から午後5時の

終業時まで。都心には昼間人口+滞

留人口が集中している。

D2・平日・休日夕刻:退社時から帰宅まで。夕食準

備飲食街等で火気使用の最頻時

問。同時に帰宅ラッシュ及び副

都心，盛り場に滞留人口が多く，

酔客も少なくない。

Ds・平日・休日夜間:帰宅から翌朝出勤まで。家族が

そろって家庭に居る。(夜間人

口)

D4・休日昼間:都心や工場などに就業者は居ない。

副都心や盛り場，行楽地に滞留人口

あり。酔客は少ない。

4 都市的災害の様相

表-3で示した東京の都市的状況を基礎に前記の 8

Stageから. BI-D1， B2-D2• B2-Dl. をとりあげ，

各Stageでの災害の様相の想定を試みる。これは，一種

のシナリオ・ライテングと考えるべきものであり，質的

様相の検討にその目的がある。つまり，被害態様を全貌

的に把握すること，可能な限り被害様態の相互関係を考

察することを主眼とするもので，被害の量的把握はおこ

なわない。

4-1 Stage B1一D1での東京における都市的災害の様相

表-5は，震度 5-6弱，すなわち，宮城県沖地震時

の仙台における程度の揺れ，が，平日の昼間 04時頃)

に発生したと仮定した時の東京における都市的災害の様

相(どのような状況がどこで生じるか〉を想定したもの

である。これは，災害の発生・拡大(一次災害ー→二次

災害ー→三次災害)を各々の被害事象として，時系列で

示すことにより，全貌的に提示したものである。想定に

あたっては，宮城県沖地震，新潟地震を始め過去の災害

事例に学びつつ，本調査研究の一環としておこなった多

分野の専門家の指摘をも踏まえ，発生しうると考えられ

る事象を時系列に沿って整理していった。

福井地震 (1948)以後，新潟地震での石油タンクの破

壊~火災による延焼以外には市街地での延焼火災は発生

していない。そうした事象が発生するか否かは大きな問

題ではあるが，幸運にして延焼火災が発生しなかったと

すれば，この Stageにおける対策上の大きな課題として

次の 7点が指摘できる。

①負傷者への対応

宮城県沖地震の例によるならば，負傷者が同時多発す

るであろう。仙台においては，負傷者への対応に，コミ

ュニティ・ケアが有意であったとの報告もある。路上交

通の混乱とともに，救急車の配備台数も平常時での対応

力以上には期待できない。仙台での死傷者出現率をその

まま適用すれば，区部で約14万人，重傷者は約 1，800人

となる。

② 交通機関の復旧と代替手段の確保

平日昼間を想定すれば，千代田区だけで区外からの通

勤，通学者は90万人弱であり，滞留人口を加えれば， 100 

万人は超えよう。長距離通勤，過密ダイヤを考えれば，

こうした被災者にとって，交通遮断は極めて大きな問題

であることは多くの指摘のあるところである。

③電話のコントロール

この Stageでは，全域的に不通となる事態は考えられ

ないが，交通が遮断されることと，家族に対する心配か

ら，その利用が集中し，幅験する事態は必ず発生すると

考えるべきである。

④都民・群集への情報

家族の心配とともに，帰宅できるか否かが最大の関心

であろう。ストや平常時の事故によっても，駅等での群

集のパニック状況が発生する。ただし，全員が地震を体

験するのであるから，一方的な不満によるメニック的状

況はむしろ発生しないとも考えられるが，時間の経過と

ともに的確な情報が得られなければ，デマの発生，流布

とともに大きな混乱を招く恐れがある。

③電力の復旧

交通信号の停止は，②とも関連して，大きな問題であ

る。さらに，夜の照明の有無は，被災者の心理の安定を

促すであろう。その日の夜までにどこまで復旧できるか

が事態を決するともいえよう。

⑥ 上水道，ガスの停止

詳しくは第3章で検討されるが，この Stageでも，地

下埋設管に被害が出ることは避けられないところであろ

う。ここでも，復旧のスピードが大きな課題となる一方

飲料水，代替火気つまり食事については，都心地区を中

心とする残留人口への対応が迫られよう。
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⑦建物，設備等の復旧要員と資材

地方都市と異なり，瓦屋根の家屋は少ないが，反面，

エレベーター，受水槽(ポンプ)等の設備をもっ中高層

建物が多い。エレベーターの脱輪，二次部材の破損など

建設関係の需要が増大，集中しよう。

以上のうち，特に①~⑥が重要課題といえる。この

Stageでは，直接被害(一次，二次〉は相対的に軽度で

はあるとしても，東京の特性としてのLargeScale，群

集的人間集団と他給自足的生活，という条件を設定すれ

ば，被害量としては大きくなりうること，人間の心理と

行動への対応によっては三次災害は大きなものとなりう

ること，に留意すべきであろう。一言で述べれば，最大

の行政課題は，人々にいかにして安心感を与えるか，つ

まり民生の安定をいかに保持するか，であるともいえよ

う。

4-2 Stage B2-D2での東京における都市的災害の様相

これは，冬の平日夕刻，震度 6-7の地震による東京

の都市的災害の様相を想定したものである。この前提条

件は，また["東京区部における地震被害の想定に関す

る報告J (1978)における前提条件と一致するものでも

ある。前記の如く，本研究では，被害の量的把握ではな

く事象の全貌的把握を主眼とするのに対して，先の報告

は，被害の量的把握をおこなうことを目的としている。

表-6は，そのような主眼で，表-5と同じ形式で

Stage B2-D2 での都市的災害の様相を想定したもので

ある。同時に，先の被害想定の報告から主な結果を記載

した。

この Stageでの地震災害は，最悪の事態ということに

なるが， Stage B1ーD1 との対比から次の 6点の特徴を

指摘できょう。

①人的，物的一次被害の増大

死者，重傷者，建物や土木施設の倒壊などの地震動そ

のものによる直接被害が増大する。物的被害は，空間の

高密度と相侯って，人的被害を過去の震災事例以上に高

める恐れもある。特に，家具や付属施設，二次部材の転

倒，破損は，負傷者出現率を左右するであろう。

②火災，水害など二次被害の増大

どの程度の延焼火災かは別としても，火災の発生が大

きな問題となることは否めない。過去の事例からも，延

焼火災の発生は，人的被害のうち特に死者を増大させる

ことは明らかであろう。また，堤防の破損と潮位の相互

作用から，地震水害の発生も想定される。新潟地震の例

からも，滋水区域の復旧は極めて困難で，ライフラインを

始めあらゆる復旧の進捗度を大きく左右するであろう。

③ 経災区域の広域化と滞留人口

関東大震災当時の市街地は，半径5-6k皿(東京市域

が約80kmりであった。 つまり市電を利用して片道約30

分が大半の通勤時間であったのに対し，現在の市街地は

極めて外延化(東京・八王子40km)している。この Stage

での都市的状況では，都心，副都心，盛り場には，多く

の滞留人口を抱え，また帰宅途上の人も多いと考えるべ

きである。その人口分布は，都心の業務街での人口減は

あるものの決して夜間人口分布状況ではない。そうした

羅災者に対する広域避難と水，食料及び帰宅手段の問題

は，民生の安定の上からも，東京なるが故の大きな課題

である。

④電気・上水道・ガスの復旧と生活困難の長期化

ライフラインのうち，特に都民生活に直結する電気・

上水道・ガスが少なくとも一定区域以上で遮断されよ

う。仙台でも新潟でも，これらの復旧には，全国から資

材，人員が召集された。当然，東京の場合は全国からの

そうした応援なしには処しきれない。この要員に対する

宿舎，食事〈水，食料〕などには充分な対策が講じられ

る必要がある。ライフラインの復旧は，他給自足的生活

の都民にとっての生命線なのである。いずれにせよ，復

旧速度は，電気(仙台で2日後)，上水道(仙台で9日

後)，ガス(仙台で31日後)の順位であり，表-1を参

照するまでもなく，東京の巨大さから復旧には相当日数

を要すことになろう。

③ 中枢管理機能の停止

東京は日本の中枢のみならず，国際政治経済のひとつ

の中心地をなしている。停電，コンピューターを始めと

する情報通信機器自体の破損は，東京の中枢管理機能を

全面的に停止させてしまう恐れもある(伯野， 1979)。

例えば，地震保険の国際保険機構への波及，円の替為レ

ートの低落，金融恐慌，企業倒産，株式証券市場の混乱

物価の混乱，等々が，全国，国際レベルで惹きおきるで

あろう。そうした世情不安定においては，都民の生活不

安を低下させるべく，マスメディアによる情報の提供と

表現の統ーにより，民生の安定を保持していくことも同

時に要求されよう。

⑥復興計画と建築規制

大災害は，禍い転じて福どなす，都市改造の好機でも

ある。それには，第一に行政のす早い対応が決め手とな

ろう。

以上のうち，直接被害が大きければ大きいほど，⑥の

重要性が高まることに留意すべきであろう。

4-3 Stage B2一D1での都心地区における災害の様相

これは，冬の平日昼間に震度 6-7の地震が発生した

と仮定した時の，都心地区(例えば霞が関，丸内，銀座

地区〉における災害の様相を想定したもので，表一7で

ある。これらの都心地区の昼間滞留人口は10万人規模で

あろう九 らさに，建物の不燃化率が極めて高いことも

特徴的である。
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表-6 東京における都市的災害の様相 StageBz-Dz (震度 6~ 7， 18-19時， Weekday) 

| 政治行政(業務・経済|商業 ・ 流 通 | 工 業 ・ 生 産 | 建 築 物 ・ 設 備 l
震度 6~7 c::> 1 ・資料散乱 ・資料散乱 ・商品散乱 ・機械等の転倒 ・木造倒壊匿亙週

・室内の散乱 ・室内の散乱 ・負傷者(死者〉 ・設備の破損 ・落下物制

(残留者少数) ・コンピューター， ・停電 (非常灯〉 ・燃料タンク漏れ ・ブロック塀

テレファックス ・お客の混乱 ・有毒ガス漏れ ・二次部材破損

破損 ・出火一消火不能 ・出火一消火不能 ・家具等転倒

〈残留者少数:) (滞留者多数) ・コンビナート? ・住宅より出火

-薬品から出火 ・マンション， R

-非常電源J照明・非常電源， J照明 ・アイソトープ? c被害

・(避難〉 ・避難 ・避難(混乱〕 ・避難 ・延焼火災発生

ヨ亙E
却分1>1・緊急体制 -ピノレ火災 -有毒ガス被災者

191，∞0人1*5(非常召集〉

60分凶.対策本部

女広域避難指令

.被害情報収集

120分1>1・対策検討

・救援要請

翌日 1>1女避難者への物資 ・株式取引}

?日 b

配給(食料，水， ・銀行 ト停止

テント〕 ・郵便局 j 

大負傷者の救護

・被害状況把握 ・現金引出し不能

.使用可能な避難

収容施設の把握

女復旧，復興計画

検討

・応急住宅の建設女金融の復旧再開

・電気の復旧 はいつか?

・水，食料の供給，大株式，証券は?

分配 斗為替は?

-復興計画のため

の規制措置 etc

-滞留者の広域避

難(負傷者は?)

.徒歩帰宅開始

-非木造建物の類焼

・商品(食品 etc生

活物資〉焼失

大危険物処理

-滞留者の徒歩帰宅

女食料，生活物資女工場はいつ再開

の残ったものは できるか

売るのか?(現食従業員は集まる

金?)か?

大卸売市場はいつ

再開するのか?

女小売庄はいつ再

関できるか

女震災時の非常経済体制・物流体制(国〉

(・ガケ崩れ日空)
建物全壊盟E壁l

-流出，床上浸水

家屋匝亙重量

-延焼火災低下

(午後?)

・焼失木造家屋

区吉三而藤!

日亙豆田

大復興計画のため

の建築条例

(再建規則〉

大再建資材の統制?

*にコの数字は["東京区部における地震被害の想定に関する報告書」の数字

*1 (落下物〉は危険の指摘(向上) *3 相対危険度では最も危険が10橋である。

*2 (堤防〉は場所不明(向上〉 叫配水本管 (4∞mm以上〕の液状化も含む破損数
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!土木施設・設備|交通施設|人間・生活|情報・通信|エネJレギー・水 1<消防><警察>

-崖，擁壁也さ型車卜鉄道停止

・堤防破損(侵水〉料 (脱線も?)

・道路破損 ・交通信号停止

・橋梁破損匡璽制 ・自動車混乱

・鉄道線路破損 (衝突→出火?)

・港湾施設破損 ・道路交通マヒ

-地下鉄停止

問一
一

"*水門，堤防の復

旧工事

大排水作業

女滋水期聞はどれ

位になるか

-避難(混乱〉

-転倒

・負傷者発生

(下じき，切傷

火傷

・消火行動

.負傷者救出

-避難(混乱〕

-非常電源 ・水道本管陸6ml*4

・ラジオ， TV局・ガス中圧管1669)霊
非常放送体制 ・停電(全域〉 ・出動体・緊急体

・電話不能 ・ガスタンク等? 嗣j 制

・オイルタンク破損・延焼出・自衛隊

火点 出動

13∞所|

・消火活動限界(水)

・緊急放送 ・救急活動不能

-パニック匡璽E判・情報収集

-情報の精度は?

・放送内容の不統一

女ガス供給停止

大電気送電停止保されるか

安広域避難路は確安広域避難開始

(暗やみの中)

大緊急輸送1レート

の確保

(どの道路か?)

女緊急物資の輸送

(水，食料，他〉

海上輸送

会復旧人員，物資

(電力，ガス)

の輸送確保

大都市内交通の復

!日は?

会近郊交通の復旧は?

女長距離交通の復旧は?

・復旧人員，資材

・運転人員

安広域避難場所に

避難者が集まる

(防寒は?)

・避難者の帰宅行

動(様子見に?)

.跡かたづけ

・疎開

・死者医星空主l
-負傷者163，∞0人|

大放送内容の統一夫被害状況の把握

会どういう情報が大復旧体制づくり

必要か /・電気・ガス 1 
(・行動指示 )、・上水道・石油'

.パニック防止

女長期避難収容を女電話はいつ復交電気の復旧は?

要するは何人?日するか? (いつ，どこから〉

・権災者 (受話器の破大ガスの復旧は遅

13，499，200人|

-擢災世帯

|1，240，500世帯|

女どういう生活をするか

大勤めはどうするか

損，通信線のい(いつ，数ケ

破断〉 月?)

交代替火気はあるか

誘

?

難

始

避

導

関

大

防

消嬢破ム
H

大避難者

の治安

大広域避難場所の

防御〈消火〉

"*破壊消

防(延

焼sJlJl:)
大治安磯

保

安復旧活

動(自

衛隊〉

本5 有毒ガスについては，本文中では「潜在的な危険性」の指摘のみで，この数字は試算例である。

*6 不安要因が高くて，立ち上りが遅い地域で，パニックポテンシヤノレの高い地域である。
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表-7 都心地区における都市的災害の様相 Stage B2-D， (震度 6-7， 14時， Weekday) 

政治・行政

震度吟
6-7 

-負傷者(庁内)

10分t>1

-都対策本部設置

20分t>

30分t>

国対策本部設置

120分t>

翌日t>1通産省(対応)

大蔵省(対応)

国土庁一一「

建設省(対応H
都対策本吉B--.J

自衛隊

業務・経済 商業・流通

-資料散乱，破損 -デパート商品散

-コンピューター， 百L

テレファックス -停電→非常電源

破損 -飲食街

-業務停止 -映画館

-出火←→消火

-負傷者(多数) -負傷者(多数)

-屋外脱出

-延焼火災

大機密・銀行一治安体制

大本社(中枢)の カデパート閉鎖

機能停止

会支底，営業所tの
連絡不能

大銀行閉鎖一一?カ卸売市場閉鎖

(日銀，他

大株式，為替閉鎖4

? 日t>1・臨時閣議 決倒産，経営困難交食品流通不能

・復興計画の検討大経済混乱 食物不足・パニック

女金融恐慌

大経済の復!日体制 大食品流通復旧は

づ〈り (卸売市場の再開)

工業・生産 建築物・設備

-銀行

-デパート

-映画館

-飲食街

-商底

-ピノレ被害(震害)

-方、ラス破損，

落下

-設備機械破損

-パイピンク布破損

ー・ピノレへの延焼?

(デパートなど)

-1.r復旧資材，人員
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土木施設・設備 l交通施設|人間・生活l情報・通信|エネバー・水

-ラジオ， TV局

地下鉄 ・地下鉄停止 非常放送体制l-m 
高速道路(高架) ・国電停止 -電話停止

高架鉄道敷 ・高速道路}信停止号

-一般道路

-街灯停止 -就業者
-施設破損(共同溝) -滞留人口

-東京駅閉鎖 -通行途上人口

-ホテル客

-負傷者

-避難と混乱 (負傷者・死者)

-地下鉄乗客

-国電 1/ 

-駅内 1/ 

-自動車

女負傷者の手当不能

.*路上に人が溢れる

大駅に人が集まるケ

‘*皇居前広場に避

難者が集まりだ

す

公広場に避難者が

女自動車以外での

ラジオ情報困難

滞留(防寒は?) 交流言・デマ

大帰宅不能 の恐れ

食品者(就業者) 女緊急通信網の

へ水，食料の支給確保

がスの復旧 Jで帰宅?

大復旧資材，人員-*緊急、ノレートの確保

大交通信号の復旧

*復旧資材，人員

↓ 
己

*地下鉄，国電の復!日-(交通勤可能) 大電話の復旧

ー(食生活困難)

ー女失業者

-停電

， jfス管破損(漏れ)

-上水道破損，停止

'jj、ス停止(遮断)

大非常電源停止

(燃料切れ?)

※他府県よ

大電気の復旧資材， りの救援

人員

*jfス，上水道の

復旧資材，人員

食電気の復旧

女上水道の復旧

公ガスの復旧
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表-8 郊外住宅地区における都市的災害の様相 Stage B2-D2 (震度 6-7，18-19時， Weekday) 

|政治・行政|業務・経済|商業 ・ 流 通 | 工 業 ・ 生 産 l建築物・設備|

震度6-7<=>1 -スーパー，小売 -住宅破損，倒壊

屈での商品散乱 -家具散乱

-一部で出火 -住宅より出火

-ブ、ロック塀の転

倒

10分 p -負傷者 • x件の火災

-屋外脱出

20分 -帰宅(徒歩〕 • x'件の延焼火災

30分 b .00市役所，消

防署，警察署非 (負傷者〉

60分 1>1 常体制

-避難命令

120-1加分1>1・対策本部被害情 -いつ火災がおさま

報収集 るカミワ

翌日 制・給水体制 -銀行，郵便局閉 -荷庖閉鎖(跡か -跡かたずけ

-備蓄品分配体制 鎖 たずけ)

-被害状況の把握 -残った商品は売

るのか(パニッ

水道，電復旧計 ク危険)

話，ガス画の検

等の復旧討(関

-道路，鉄との連

道等の復絡〉

!日の検討

2日 1>1・ゴミ処理の体制会金融不安 食物不足(仕入れ，

-治安の維持 販売不能)

3-4日1>1・ゴミのピーク

(廃棄物，残土，

木)

大銀行，郵便局ー

部業務開始

女現金引き出し

"*商庖(食品，生

活用具など)は

営業できるか

女住宅の再建，修

理はいつ可能か

-対市民行政(擢

災証明 etc)

(オンライン不

能?)

この想定から指摘できる，特徴的な様相は以下の 6点

である。

①昼間滞留人口の被災とその行動

家具の転倒や落下物などによる負傷者の発生は否めな

い。そうした状況で人々の行動を想定するならば，やは

り，屋外への脱出をはかるであろう。とすれば，たちま

ち，路上は人で溢れることになる。

交通の遮断，路上交通の麻痔は，これらの遠距離通勤

者を孤立させてしまう。恐怖，家族の心配という異常心

理の中で，人々がどのような行動に出るかは予想しがた

い。いずれにせよ，多くの人々が，その日は帰宅しえず

都心地区に残留する人も少なくないであろう。

なお，丸の内地区等は，延焼火災に際しでも建物内残

留地区と指示されている。



中林:地震による都市的災害の様相に関する基礎的考察 53 

|土械設・設備|交通 施設 |人 間・ 生活 |情報・通信|エネルギー・水|備 考

-崖・擁壁の亀裂 -電車の停止(脱 -夕食準備→出火 -電話停止 -停電 -病院破損

崩壊 輪) -婦女子が多く世 -ガス漏れ

-道路の遮断 -信号停止 帯主は帰宅途中 -上水道漏れ

-電車線路の破損 -道路の遮断 (多くは帰宅不

能?) -世帯主と連絡 -ガス停止

-負傷者(多数) 不能 -消防車は出動で

きるか

-道路での自動車 -負傷者手当と消

混乱 火

-避難と混乱(婦 -ラジオでの情報

人，老人と子供〉 収集

-広域避難(水，

食料等持参?)

-一部世帯主徒歩 -一部帰宅

-生き埋めがあれ 帰宅 -小学校など避難 大重傷者の手当て

ば救助作業 収容 は可能か

-被害程度 -電車不通 -世帯主が帰宅せ -電話不通 -電気未復旧 大対策本部に人が

-危険に応じた強 -徒歩で帰宅 ず，家族の不安 -デマ -上水道未復旧 集まるか

制立退，避難措 -信号停止，遮断 -住宅の跡かたず -ガス未復旧 大復旧要員が集ま

置 による道路交通 け るか

渋滞 -給水

-備蓄食料の配布

-買い出しー不能

交通勤一不能

.2-3日後，電 .2-3日後非常

大長距離輸送困難食いつから通勤す 話非回線復旧? 用電気の供給?i物流(食同 るか
復旧資材，人員大勤務先との連絡

大電車はいつ開通 は可能か 大電気，ガス， 女学校はいつから

するか 交代替火気による 大電話はいつ復旧 上水道はいつ 開始するか

炊事は可能か

女食料等を購入で

きるか

② ピル破損と中枢管理機能の停止

鉄骨やRC造のピlレも決して破損しないわけではな

い。特に中小ピyレでは鉄骨の溶接が設計強度に達してい

ないピルが少なくないとの指摘もある(朝日新聞社，

1975)。とはいえ，ビル自体が転倒壊する割合は高くは

ないが，二次部材(内装材，窓枠等〕や設備(配管，煙

突，高架水槽やポンプ，エレベータ一等)には多くの被

するか 復旧するか

害を生ずるであろう。それらが落下したり，室内の家具

の移動・転倒は必ず発生し，負傷の原因となることは明

らかである。

同時に，コンピューター，テレックス等々の情報機器

の破損も否めず，都心地区でのピlレ破損は，建物自体の

破損の問題よりもむしろ，その空間での機能の破綻にこ

そ問題があるといえる。
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③地下鉄・地下街の混乱と閉鎖

都心地区では，地上と同等又はそれ以上に地下の利用

がなされている。ということは同時に常時多くの人が居

るということである。地震後の地上への退避行動におけ

る混乱(パニック〉を指摘する人も少なくない。同じ事

態は，東京駅においても想定される。

④金融機関(銀行)の混乱と閉鎖

オンラインシステムの停止，帳簿類の散逸とともに，

預金引き出し要求による混乱もないとはいえない。

情報システムの破綻はまた，株式市場など圏内経済を

大混乱におとしいれる恐れもある。

@ 商社機能と物資の流通

多くの商社の集中している都心地区では，その商社機

能の停止が食料品をはじめとする物資流通を麻捧させる

恐れもある。

⑥ 主要省庁と復興体制

国政の中枢たる各省庁が，どの程度の機能低下を来た

すかは，震災後の復興のあり方を左右する。

都心地区の被害は，いずれにせよ，直接被害の問題と

してよりも，その中枢管理機能(政治・行政・業務〉が

どれほどのダメージを被るのかが最大の焦点となる。そ

れは，直接被災地のみならず，全国に多大な損失を与え

るのである。

4-4 Stage B2-D2での郊外住宅地における被害の様相

これは，冬の夕刻震度 6-7の地震によって郊外住宅

地ではどのような災害の様相を呈するかを想定したもの

である。

① 住宅の破損と女性・子供・老人の負傷

木造家屋も老朽家屋は少なく，耳屋根の如く重心の高

い家屋も少ないので，地方都市よりも住家自体の全半壊

は少なくなる可能性がある。反面，高密度な居住空間は

家具等の転倒により女性・子供・老人に負傷者が多くな

ろう。(マンションも含めて〉

② 宅造地の地盤被害

高地価を反映して，無理な宅地造成をおこなったとこ

ろでは，仙台におけると同様の被害を生ずる恐れがあ

る。

③家族の分離と連絡不能

多くの家庭では，未だ通勤者(世帯主〉が帰宅してい

ないであろう。交通機関の停止，電話不能という事態で

家族聞の連絡もできないまま負傷者の手当，場合による

と広域避難をおこなわねばならず，通勤者はいつ帰宅で

きるか不明という不安な状態が生じる。

④ 羅災者の公的避難収容

住家を失なった羅災者は，沼田や仙台など地方都市で

は，縁故関係の住家に身を寄せるケースが多くみられた

が汽 地方出身者の多い東京では，このようなケースは

少ないと思われる。従って，公的避難収容世帯率は極め

て高いものとなるであろう。

⑤ ライフラインの復旧の遅れ，物不足，物資配給の難

しさと生活困難

地縁性，血縁性のない孤立家族にとって，公的な欽

水，食料，衣類等の配給が生命線となるが，東京の巨大

さ(輸送距離が大きくライフラインのネットワークも大

きい〕から，極めて生活困難な状況が生ずることも想定

される。

⑥ 治安と家財の保護

これもまた民生の問題であるが，ガラスの破損等によ

り戸締りが充分に出来ないことから，家財に対する盗難

等の不安への対処が行政lこ求められよう。

以上 6点を都市の住宅地での特徴として指摘する。

4-5 都市住宅地での生活に対する地震被害の波及構造

のモデル的検討

図-4は， 4-4で示した郊外住宅地での災害の諸相を

その相互関連に留意しつつ構造的に示すことを試みたも

のである。

どのようなプロセスとダメージで，上水道が止まるか

ガスが停止するか.など，個々のシステム自体も極めて

複雑であるが，これについては，宮城県沖地震を例とし

て検討されている(政策科学研究所， 1978他〉。従って

個々のメカニズムはその成果を活用することを前提に，

家庭における生活構造を軸にして，各々のメカニズムの

相互関係を検討し，提示することを目的とするものであ

る。

図で，太い枠で示したのが地区であり，破線の矢印で

外部より示されているのは，地区外からの供給を要する

ことを示している。都市での家庭生活は，平常時でも他

給自足的であるが，災害時においても同様であるといえ

よう。

5 都市的災害の様相と従来の被害想定との

対比からみた都市防災上の課題

従来の被害想定とは，東京都防災会議 (1978) r東京

区部における地震被害の想定に関する報告書」における

被害想定である。

これは，被害の量的想定を目標とするもので，想定に

あたっての考え方，によると「今回の被害想定では，地

震によって発生する各種の災害あるいは障害のうち，典

型的なものとして，広域的に発生するもの，大規模な災

害となりうるもの及び生活に大きな影響を及ぼす恐れの

あるものを，先づ数量的に予測しようとした。

①木造建物の倒壊，②崖・擁壁の崩壊，③橋梁の被害，

④落下物災害，⑥地下埋設物の被害，⑥有毒ガスの拡散
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消防活動|[:や(日)

L_一一一 一一一一一一-寸

こ二1居住している地区

r-ーー「
ニ毛t」地区外からの情報や救援，移動

「ーー-..，

と己J地区外への情報や移動

し-一二士二二-J一治安

図-4 都市住宅地における災害の構造
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⑦火災，③津波，⑨水害，⑪人的被害

また 1次あるいは 2次災害に起因する⑩ノfニックの

予測も試み，災害の総合的な把握につとめた。(略)調

査研究にあたっては，基礎的研究の積み上げと，東京の

実地に則したものとするための実証的調査により，でき

うる限り合理性を高めるよう留意した。(同報告書 4

ページ)Jとしている。

従って，これらの11項目の被害について数量的想定を

試みたのであり r高層ビノレ，地下街，及び交通機関に

おける災害などは，予測手法が確立されていないため，

今後の調査研究にまつこととした。(同概要 3ペー

ジ)J 
こうした被害想定の結果は，先の StageBz-Dzでの

東京における都市的災害の様相を検討した表 6におい

て亡コ又は※印で示しであるものである。

それによると，

木造建物の全壊 62，200棟

崖・擁壁の崩壊 1，3∞所

向上 による建物全壊 190'棟

主要な橋梁の被害 3橋

水道管(配水本管)の継手抜出し・破損 2却所

ガス(中圧管)の継手ゆるみ・破損 670所

火災による焼失家屋 C187kmZ) 470'，0'0'0'棟

水害による流失・床上浸水建物 (11切り 11，0'∞棟

擢災者(住家を全壊，焼失，流失，床上浸水したもの〉

120万世帯， 350'万人

負傷者 63，0'0'0'人

死者 36，0'0'0'人

有毒ガスが全面的に拡散した場合の影響圏の居住人口

91，0'∞人

避難にともなうパニック発生の危険の高い地区 35町了

津波による被害発生のおそれはない。

落下物による危険性は高い。

以上が主な被害の概要である。

本調査研究の主目的たる r都市的災害とは何かJと

いう視点から，この被害想定の結果及び表 6を検討す

れば，今後の研究課題として次の 8点が指摘できる。

① 中枢管理機能を低下させるピノレ被害の検討

都内の多くのビルは，政治・行政・経済等の業務空間

であり，東京のもつ中枢管理機能の場でもある。すでに

述べたが，鉄骨造やRC造の建物自体が多大な被害を被

ることはないにしても，資料の散逸，機器の被損，専門

職員の死傷等をもたらしうる屋内被害は，その中枢管理

機能を著しく低下させる。このようなピル被害とその影

響(三次的，間接被害〉は，都市的災害の主要な様相の

ひとつである。

②商工業の被害とその影響

地震災害が地協経済に与えるダメージを，被害額とし

てみると，都市において最も大きな割合を占めるのが商

工業関係の被害である。商業では，在庫品の破損等の直

接被害の他，仕入れ・営業等の間接被害，工業では在庫品

や機械装置の破損の他，事業の操業への投資，関連企業

との関係などの間接被害にかかわる諸問題がある。企業

の倒産は失業者の増大を招くなど，震災復興にあたって

は，重大な行政課題となる。特に東京では，下町を中心

とする工業は日用消費材の一大生産地を形成しているの

であり，その被害は都市居住者にとって重大な問題であ

る。また，商庖等の在庫品がどの程度活用できるかも，

被災後の都民の生活にとって重大な問題でもある。

③ ピル被害

①でも述べたが，中高層ビJレの被害についての定性的

定量的な検討は，大きな研究課題である。特に東京には

居住用ピ1レも少なくないへ躯体は被害を受けないまで

も，給水設備等の被害は，生活の場としての住居の利用

を著しく狭める。復旧に要する資材，人員，費用等も，

東京では多大なものとなろう。

④ 道路・鉄道の被害と交通問題

路上に， 50'万台余の自動車が走行している(表-2参

照〉とすれば，橋梁が無事でも，信号の停止等による混

乱は極めて大規模となる。さらに，各種鉄道をはじめ，

公共交通機関がどの程度の被害で，どの程度運行不能な

のかによっては，人々が自動車を利用しようとすること

も予想される。都内滞留人口の帰宅，緊急物資の輸送な

ど，ノミス・トラック輸送は，東京の巨大さ故に，重要な

課題である。

⑥東京における擢災者の特性

全壊・焼失・床上浸水する住家は， 546，0'00'棟で，羅

災世帯1，240'，000'世帯が想定されている。これらの羅災

世帯は，先述のように，地方出身者が多く，また知人・

友人等も地方都市に比べれば，相当遠距離地に居るであ

ろう。従って，応急仮設住宅等公的対策の需要は，地方

より極めて高いものであることに留意すべきであろう。

⑥長距離避難とパニック危険

これも，東京の LargeScale及び群集的人間集団性

から，都市的災害の一様相といえる。

⑦情報の過多とデマ

平常時における情報の過多は，被災時にも相対的に多

様な情報を流すであろう。また，定住性の低い居住者が

多いことは，デマ，バニック等の危険性を高める。

③ ライフラインの復旧の困難度

特にガスは，一度遮断すれば，復旧にあたってブ、ロッ

ク毎に全てのガス栓のチェックを要する。従って，長期

不在の住宅等の存在はその復旧を遅らせる。東京の住民

属性からは，こうした家庭が多くなることも想定され

る。

以上の 8点のうち，特に①~④については，定性的の



中林:地震による都市的災害の様相に関する基礎的考察 57 

みならず，定量的にも被害予測が望まれよう。③~③は

特に行政における対応策が望まれる課題であるが，いず

れも，今後の防災科学上の研究課題であり，一朝一夕に

成果を求めえない課題でもあろう。

6 まとめ

地震災害は，佐藤 (1965)の災害の構造によれば素因

としての地震動，必須要因として，地震動の範囲に人間

社会が存在すること，の両要因により発生する。そして

その人聞社会の状況によっては二次的，三次的に災害は

大きくなる。これが拡大要因である。従って都市的災害

とは，必須要因としての都市の存在，拡大要因としての

都市的状況に大きく規定される複合的な災害なのであ

る。従って，必須要因としての都市が人間と物的施設の

巨大な集積であるが故に，直接被害としての人的，物的

被害が量的に大きくなる一方，拡大要因としての都市的

状況が直接被害を増大させるとともに，多大な間接被害

を生じさせるのである。つまり，多大な間接被害の発生

こそが， 電電都市的災害"の最大の特徴なのである。

間接被害は，都市が個々の人間，物的施設の単なる集

合体でなく，相互に極めて複雑な連鎖の上に成立してい

るために，個々の物的人的被害が，単にその被害のみに

留まらず，次々に支障を波及し，ひいては，全体系自体

をも停止させるところに，派生する。

これを基本的考え方として，都市的災害の様相の全体

像の把握を試みたのが本研究である。このようにして，

災害の発生，拡大，収束を定性的にシュミレートしてい

くと，都市的災害の大きさを規定していくのは，一次被

害の大きさ以上に，二次的，三次的被害の発生と拡大で

ある。そして，都市の防災対策は，いかにこうした二次

的，三次的被害の発生，拡大をおさえるかにかかってく

る。特に三次的被害(間接被害)の発生，拡大を抑える

には，災害の拡大過程の中で，どの時期にどのような対

策を講じるか，つまり対策実施のタイミングが対策の効

果自体を左右することがよみとれるのである。そのため

には，震災時には，いかにしてすみやかに被害の全体像

を把握するか，そしてあらゆる事態に対応しうる柔軟か

っダイナミックな防災計画の樹立が最大の課題であると

もいえよう。

また，本研究で明らかにした各様相(項目)間の因果

関係及び連鎖，さらに波及については，連鎖因果関係国

や FTAにより検討していく必要があり，その結果項目

の再チェックがなされよう。今後の課題としたい。また

図-4に示したような類型地域ごとの波及を想定してい

くことも，シナリオ法あるいはストーリーシミュレーシ

ョンの図式化の試みとして，今後の課題としたい。

本研究は，東京都防災会議地震部会での調査研究のー

環として「都市的災害」に関する研究委員会(委員長，

入沢恒〉での筆者の分担部分を基に，都立大学都市研

究センター震災予防グルーフ。の定例研究会での議論をふ

まえて，修正加筆したものである。

註
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Urban functions in a metropolis are growing very highly complicated. Human relations 

are more complex in a metropolis and livelihood depends upon various goods transported 

from another areas. Therefore， damage sustained in a metropolis due to an earthquake 

would be presumedly heavy. However， the exact nature and extent of destruction in 

metropolis are yet to be made clear. 

This paper deals with a case study for the development of a simulation method of 

damage to a metropolis in an earthquake， as in the case of Tokyo. The aim of this study 

is to make clear the various phases of damage and their features. 

All possible phases of damage in a metropolis are presumed based upon survey reports 

of the Niigate Earthquake (1964)， Miyagiken-Oki Earthquake (1978) and several other recent 

tremors which have occurred in urban areas. These simulations are carried out under several 

conditions of Tokyo， in a scenario written by specialists on earthquak巴 disasters，and arranged 

in the form of a table. As a result of these simulations， some damage features位 pectedin 

a metropolis are cleared and prove useful for an assessment of possible countermeasures in 

case of such a disaster. 




